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ABSTRACT 
Kono Village is located in the middle of Fukui Prefecture and is a small fishery settlement 
facing with the ]apan Sea. A national law established in 1960 defined Kono Village as one of 
many depopulated villages. Isthe 'depopulation' stil going on in these decades? Will this process 
continue in the future? Focusing on the change in the behavior of residents' migration and the 
expansion of commuting areas of workers and high school students, this paper examines these 
questions. Our findings are as follows: 
(1) The decrease in population has become very slow since 1975. 
(2) Migration behavior has changed drastically from old generations to young ones: the change 
from < out-moving from Kono> to < staying in Kono> is clearly recognized. Most of the 
graduates from Kono Middle School in 1963 migrated into the other municipalities in Fukui 
Prefecture and the metropolitan regions to enter higher schools or labor markets. On the other 
hand, many graduates in 1987 chose to live in Kono: they could find their jobs in the out-village 
area within Fukui Prefecture. 
(3) About three decades ago , although most matured and aged residents worked in Kono, the 
younger people migrated from Kono to find work and to study in schools. The residents working 
at the outside of Kono recently have substantially exceeded in number those working in Kono. 
Consequently , the comrnuting area extends over the surrounding cities such as Takefu, Sabae, 
Tsuruga, and Fukui. 
(4) Kono has an elementary and a middle school, but no high school nor any other higher 
educational institutes. The children living in Kono enter high schools in the outside of Kono. A 
few decades ago , most high school students of Kono moved to the urban areas in Fukui 
Prefecture, because commuting from Kono to those areas was almost impossible. Today, high 
school students who study in Takefu or Sabae can commute to their schools everyday. 
These changes have been caused by the following factors: 
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(a) Enough employment opportunity in the surrounding region: cities nearby Kono which 
include the local centers of this region have steadily developed industries and increased opportuｭ
nity of employment, although the fishery and manufacturing industries, which were the main 
economic activities in Kono , have been declining. Most of the residents' jobs are found in the 
surrounding cities. This contributes to decrease the out-migration of younger people from Kono. 
(b) Advancing motorization: this has greatly helped to enlarge the commuting area from Kono. 
Not only the major and minor roads through Kono have been improved and widened, but also 
automobiles have been quickly coming into wide use. 
(c) Accessibility to the central cities: Kono is located within a thirty-minute drive to Takefu 
and a sixty-minute drive to Fukui. It is easy to commute to the central cities which can give 
enough work places to the residents of the surrounding regions. These central cities are relativeｭ
ly small or medium-sized but provide higher educational opportunities. 
(d) Desire to live in the native village, Kono: Our survey reveals that most male residents want 
to stay in their mother village, Kono. As long as their living needs are fulfilled , the residents do 
not like to migrate from Kono. 
It is clear that Kono has the possibility not only to delete a negative image such as 'a 
depopulated village,' but also to offer a comfortable life in the beautiful natural environment 
which has easy access to the local central cities. 
1 .研究の目的
高度経済成長期以降、農山漁村から大都市へ向かつて大規模な人口移動が続いてきた。大都市圏への
過度の人口集中が進む一方で、、農山漁村からの人口流出、ことに若年層の流出は、深刻な過疎開題を
引き起こすまでになっている。大都市圏から遠い僻地に所在する農山漁村は、一般に、雇用や就学の
機会や生活の利便性など、さまざまな面で不利な位置にあり、人口流出に歯止めがかかりにくい。
こうした過疎の村を対象とする近年の研究では、集落の戸数や隔絶度を規定する局所的な地形が廃
村の進行に対する第一義的な条件であることを定量的に分析した坂口 (1989) 1) をはじめ、広域的な中
心地システムの中での支配関係や労働力市場の変化から低次の中心地としての過疎山村の存立基盤を
検討した作野 (1995 ， 1996) 2)や坂口 (1995) 3)などは、いずれも、集落規模に焦点を当てて過疎の進行を考
察している。これらに対し、岡橋 (1984) 勺土農協や自治体による農業基盤の整備を通じて、農村が活性
化し、流出した人口を再度引き戻してゆく過程を明らかにしている。こうした村の過疎化と活性化の
明示的な指標となっているのが人口移動である。堤 (1987) 5)は、過疎山村からの転出者への聞き取り調
査に基づいて、移動者特性と移動の意志決定との関係を析出しようと試みている。
本稿では、山村に比べて、過疎地研究ではそれほど対象とされてこなかった漁村をとりあげる。め
ぼしい村内産業を欠き、しかも交通隔絶地にある農山漁村での大量離村は、急速に過疎を進行きせ、
廃村にまで至ることもある。しかし、交通網の整備や自家用自動車の普及をきっかけに、十分な雇用・
就学機会が提供される周辺市町村へ通勤・通学圏が拡大した場合には、人口の村外流出が沈静化する、
あるいは、村内在住者が増えるといった人口移動パターンの転換もありうるのではないだろうか。
本研究の目的は、地方の中心都市圏からそれほど遠くない距離に位置している過疎地指定の漁村を
とりあげ、最近30年余りの聞に生じた村外への人口流出現象の転換に伴う就業形態の変化とその要因
とを明らかにすることにある。そのため、まず、①抽出した二つの世代間での、村外転出・村内在住
の意志決定や就学・就職先の選択状況に関する相違、②近年の村民の就業形の変化、の 2 点について
提示する 。 きらに、③村落内外の就業・就学機会と交通手段の発達とに焦点を当てて、こうした変化
を促した諸要因を探る。
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II. 研究対象地域の概要と人口動態
1.河野村の位置
本稿の対象地域は、福井県南条郡河野村である(第 1 図)。河野村は、福井県の中央部に位置し、西
は日本海・若狭湾に面し、北は越前町と武生市、東は南条町、南は今庄町と敦賀市と境界を接してい
る 。 村域の大部分を林野が占め、沿岸部は断層海岸となっており、平野部はほとんどない。農業や工
業など産業発展に必要な平地面積は限られている。そのため、河野村では、昔から日本海での沿岸漁
業が主要な生業であった。 河野村の集落は狭小な海岸平野もしくは山聞の小盆地に形成きれている。
河野村役場の所在する中心集落である河野をはじめ、医療機関や教育施設、消防署、警察署等の諸施
設のある今泉や甲楽城、糠などの主な集落はいずれも海岸沿いに立地している。
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第 | 図 福井県河野村の位置および村内の集落と道路網
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近年では、河野村をとりまく道路交通網の整備や急速な自動車の普及によって、武生市や敦賀市の
中心街まで自動車で約30分の圏内に入っている。
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第 2 図 河野村の人口動態
注)各年版『国勢調査 福升二県』による。
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2. 河野村の人口動態
第 2 図は、昭和30年 (1955) から平成 7 年 (1995) までの河野村の人口動態を示したものであるヘ昭和
55年 (1980) から昭和60年 (1985) にかけて若干の人口増がみられるが、全般的には減少傾向が続いてい
る。平成 7 年 (1995) の人口は、昭和30年 (1955) のそれの約2/3以下となっている。
こうした人口減少の多寡のみから、「過疎地」を規定することはできない。しかしながら、少なくと
も行政措置の面では、昭和35年 (1960) に制定きれた過疎地域活性化法、きらに平成 2 年 (1990) の過疎
地域活性化法特別措置法、いずれの場合も、河野村は過疎地指定を受けている九だが、この30年余り
の聞に、河野村の「過疎」状況に何ら変化がなかったとは断定できない。この検討が、本稿のテーマ
である。
河野村の人口減少は、自然動態よりむしろ社会動態の部分に、より大きな原因がある 8) (第 3 図)。
また、平成 5 年 (1993) から平成 8 年 (1996) の聞の累積転出入人目的について、転出先・転入元をみる
と、①県内での転出入者が県外のそれを大きく上回り、全体の約3/4を占めること、②武生市を筆頭
に、福井県内の特定の都市との間での転出入が大半を占めること、③県外への転出入も、石川・京都・
愛知といった近隣の府県との間で多いこと、などがわかる(第 4 図)。
III. 河野村からの人口流出入パターンの変化
1 .鯛査方法と対象者の選定
前章でみてきたように、河野村ではここ数十年間、人口減少傾向が続いている。本章では、こうし
た人口減少の主因である人口流出をとりあげ、その傾向に何らかの変化があったかどうか、また変化
があったとすれば何が要因であったか検討する。
ここで、どのような資料を用いるかが問題となる。住居を変更する際、自治体に提出する住民異動
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届には、移動形態(単身あるいは世帯、人数)、移動者の性別、年齢、前住所及び転出先の住所などの
詳細なデータが含まれている。しかしながら、この届け出書類については、通常、 5 年以上の保存は
義務づけられていないし、集計整理が不十分なことが多い。このため、住民異動届から十分な情報を
入手することは困難である。
そこで、本研究では、河野中学校卒業生に対してアンケートならびに聞き取り調査を実施し、村を
起点とする転出入の有無や、その意志決定の要因、転出先、などについて情報を収集することにした。
河野中学校は同村に所在する唯一の中学校である。調査対象者として、河野村からの若年層の流出現
象が最も顕著であった時期とそれがあまりみられなくなった時期、それぞれの時期の中学校卒業生た
ちを選ぶことにした。 15-19歳は、中学校・高等学校の卒業時、すなわち就職・進学と重なり、村外
転出・村内在住を選ぶ年齢期でもある。中学校河野村の15-19歳入口比率の推移(第 2 図)を見てみ
よう。昭和35年 (1960) を中心に昭和50年 (1975) 頃までは、 10-14オおよび20-24オという上下の年齢
層と比べると、この年齢層の人口比率の落ち込みが極めて顕著で・ある。けれども、昭和55年 (1980) 頃
から、そうした落ち込みは目立たなくなってきている。一般に、過疎地域では、若者を中心とする人
口流出が過疎化を加速させるときれている。この点からすると、過疎地指定を受けている河野村では
あるが、近年は若年層の流出傾向は沈静化しつつある。
本研究では、上述したような若年層の流出傾向の転換の生ずる以前と以後、すなわち昭和38年度
(1963) および昭和62年度 (1987) の河野中学校卒業生を調査対象者とした。対象者のリストアップには、
河野中学校の同窓会名簿10) を用いた。平成 9 年 (1997) 8 月から 11月に調査を実施し、郵便によるアンケ
ート用紙の配布と回収、および、電話や訪問による補足的な聞き取りを行った。主な調査項目は、進
学・就職の選択、村外転出の有無、転出先やその決定理由などである。最終的に、昭和38年度 (1963)
卒業生115名(男57名、女58名)については、男性死亡者 4 名を除いた者のうち、 74名(男39名、女35
名)から回答を得た(回答率64.3%) 。他方、昭和62年度 (1987)卒業生40名(男14名、女26名)につい
ては、 30名(男13名、女17名)から回答を得た(回答率75%) 。
以下の節では、各年度卒業生についての調査結果を検討する。
2. 昭和38年度(1963)卒業生の進路と居住経歴
74名の回答者のうち、調査時点で河野村に在住していた者は33名、村外在住者は41名(県内24名、
県外17名)であった。彼らの中学校卒業以後から現在までの進路(進学・就職)および居住地を第 5
図に整理した。
中学校卒業に際し、進学 (37名)と就職 (34名)とはほぼ桔抗している。ただ、男女比は、前者で
は約 3 : 1 なのに対し、後者は約 1 2 と差がある 。 河野村からの通学者は 8 名のみで、約3/4の進学
者が河野村から転出している。主な転出先は、武生市、福井市、勝山市である。武生市への転出理由
は、交通網の整備も自家用自動車の普及もまだ十分ではなく、隣接都市にもかかわらず、当時は、河
野村からの通学が極めて困難であったためと考えられる。福井市へ転出したのは、福井実業高校、仁
愛女子高校などの私立高校への進学者である。また、河野村から約50kmも離れた勝山市への転出は、
定時制高校への進学11)によるものである。したがって、勝山市への進学者は同時に就職者でもある。当
時の河野村では、路線パスは糠から武生市白山地区を経由する細い山道を走っており、運行回数もわ
ずかであった。そのため、パスを通学手段とするのは容易ではなく、進学者の大半が高等学校の所在
地で下宿するために転出せざるをえなかったのであろう。河野村から武生市の高校に通学した 8 名は、
具谷や河内といった武生市に比較的近い集落や、路線パスの通過する集落に居住していた者が多かっ
たことも、こうした推測を裏付ける。
一方、中学校卒業後就職した者については、 34名全員が離村している。県外転出者の場合は、主と
して近畿地方(京都府、大阪府)へ、また、県内転出者の場合は、河野村に近い武生市や鯖江市へ多
数移動していることが大きな特徴である。県外就職については、当時は集団就職の形でまとまった
量の求人があると同時に、それを希望する者も多かったと推測できる。近畿地方へ転出が集中してい
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第 5 図 昭和38年度( 1963)河野中学校卒業生の進路と居住経歴
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ることについては、河野村の漁師には、冬季聞の副業として、京都をはじめとする近畿地方の造り酒
屋へ杜氏にゆく習慣が古くからあり、この地方に親戚や知人が多く、相互の交流がはぐくまれていた
という背景がある川。
きらに、高等学校へ進学した者について卒業時の進路を調べたところ、 34名が河野村外で就職して
おり、村内にとどまったのはわずかに 3 名であった。転出先は、県内では、武生市と福井市が大半を
占め、県外では、雇用機会の多い大都市圏が主な転出先であるが、大阪府や京都府といった近畿地方
の他、東京都や愛知県も挙げられている。
以上のことから、就職時の移動行動に関しては、中学校卒業時には、河野村から近距離内にある市
町村、あるいは、親戚や知人のいる土地が選ばれるという傾向が読みとれる 。 他方、高等学校へ進学
した者については、その後の就職に際して、河野村との交流の薄い遠隔地へも移動するケースが多く
なるようである。村外転出経験は、村外居住への抵抗感を弱める働きをするのかもしれない。このこ
とは、職場や住まいの仲介者についてのグラフ(第 5 図)からも伺える。中学校卒業後の就職では、
縁故によるものが半数を超えるのに対し、高等学校卒業後では、学校関係の紹介が半数を超えている。
最後に、村外転出経験を経て、現在河野村に在住する者について、帰村理由を調査したところ、男
性では、「長男だから」という理由を挙げた者が目立った。強い家への帰属意識が村へのUターンを促
していることがわかる。女性については、「結婚」の理由が多かった。配偶者が河野村在住者であった
ことを意味している。
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3. 昭和62年度(1987)卒業生の進路と居住
経歴
回答者のうち、調査時点で、村内に在住す
る者は 19名、村外に在住する者は11名(県内
4 名、県外 7 名)であった(第 6 図)。村内在
住率は63.3%で、昭和38年度 (1963) 卒業生の
44.6% よりもかなり高い。
中学校卒業時の進学率は、男女ともほぼ100
%である。高校進学者のうち、 10名が村外に
転出 し 、 19名が河野村から通学している。村
内在住者が約2/3 と過半を占め、昭和38年度
( 1963) 卒業生の場合の約1/4から大きく逆転
している。転出先は福井市に集中している。
これは、福井市に所在する私立高校や学区外
の公立高校への進学を選択した人たちである。
河野村から福井市内への通学は依然と して不
便で時聞がかかるため、彼らは下宿せざるを
えず、やむなく転出することになったもので
あろう。この当時、福井県の学区制では、河
野中学校からの進学範囲は主に武生市・鯖江
市に限られていた。両市への転出者が皆無で
あったのは、これらの地域が河野村からの通
学可能圏となっていることを意味する。
なお、中学校卒業時に就職した 1 名は、福
井市へ転出している。
高校卒業後の進学者は29名中 9 名おり、昭
和38年度 (1963) 卒業生の場合より上級学校へ
の進学率が上昇している。うち 7 名が離村し、
県内では福井市と武生市へ、県外へは関西方
面に転出している。上級学校への進学に際し、村外転出率が高いのは、福井県内で河野村からの通学
圏にある大学や専門学校がごく限られていることも一因である。
高等学校卒業後もしくは大学などの上級学校卒業後に就職した者29名のうち、 24名が河野村での在
住を選択している。この時期の移動傾向について、昭和38年度 (1983) 卒業生と昭和62年度 (1987) 卒業
生とを比較してみると、前者の場合はほぼ全員が離村していたのに対し、後者は約5/6が河野村に残っ
ている。両世代間で村外転出率と村内在住率とがほぼ逆転している。これは、通勤可能な範囲で十分
な就職機会が得られるようになったことによる。
河野村への定住志向に関しては、男女差が明確である。男性では、 13名中 8 名が村内での在住を希
望しているのに対し、女性では、 17名中 13名が村外への転出を希望していた。最近の若年層でも、男
性には、家ひいては村への帰属意識が依然として根強いことに注目きれる。
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第 6 図
4. ニつの世代聞での人口流出入パターンの変化
昭和38年度 (1963) 河野中学校卒業生と昭和62年度 (1987)卒業生、両世代の中学校卒業以降の進学・
就職に際しての移動行動を比較すると、総じて、前者は<村外流出パターン>に、後者は<村内在住
パターン>に偏るという相違がみられた。また、昭和38年度 (1963) 卒業生のほうが、やや遠方の地へ
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も多く転出している。ことに、高校進学に際して、村外転出を経験した者にそうした傾向がみられる
ようである。他方、昭和62年度 (1987)卒業生の場合、進学先の高校の大部分が河野村からの進学圏内
にあり、通勤可能な範囲に就職の機会が十分あるためか、進学・就職に際しての村外転出の必要性が
小さいようである。
また、聞き取りによると、両世代いずれについても、いったん河野村を離れても、帰村して就職し
たケースがあった。河野村への定住志向に関しては、両世代を通じて、男'性に村への帰属意識が強い
ことが明らかになった。上述したような移動パターンの世代差は、近年、こうした定住志向を実現で
きる条件が、河野村の内外で整備されつつあることを意味している。
N. 河野村及び周辺市町村における雇用機会と交通条件
今回の調査から、昭和38年度 (1963) 河野中学校卒業生と昭和62年度 (1987) 卒業生の移動行動に関し
ては、<村外流出パターン>から<村内在住パターン>への転換がみられることがわかった。 こうした
人口移動ノマターンの変化には、少なくとも 3 つの要因が関係している可能性がある: (a) 河野村での
就学・就業機会の増加、 (b) 河野村周辺の諸都市における就学・就業機会の増大、 (c) 交通網整備や自
家用自動車の普及による河野村からの通勤・通学園の拡大。本章では、これらのいずれが最も大きく
関与しているのか検討する。
1 .河野村の産業別就業人口の変化と村内産業の停滞
第 7 図に、昭和35年 (1960) から平成 2 年 (1990) までの産業大分類別就業人口の推移13) を示している。
このグラフから、①第一次産業就業人口の大幅な減少、②製造業・サービス業への就業者の増加、③
ほぽ一定水準にある建設業と卸・小売業、といった特徴が読みとれる。
次に、河野村の住民がその職場をどこに確保しているか、村内産業の動向から検討してみよう。
①農業・漁業の衰退
第 II 章第1節で述べたように、河野村では地形的制約があり、海岸平野も山間盆地も狭小で、十分な
O.Lよι--ニ
昭和35 40 45 50 55 60 平成2年
(1960) (1965) (1970) (1975) (1980) (1985) (1990) 
第 7 図 河野村の産業別就業人口の推移
注)各年版『福井県統計年鑑』福井県による。
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農地の確保は難しい。大型機械を導入できないような小規模な田畑も多く、生産効率は悪い。むろん、
生産量も少なく、農業で生計を立てることは非常に困難で、ある lぺ農業就業者の減少には、こうした背
景がある。
一方、河野村は古くから定置網で知られる漁業の村であった 15)。漁獲量は、年によって変動はある
が、全般に減少してきている。大型動力船などの設備投資の割に、漁獲量は伸びていない 16)。昭和30年
(1955) 頃まで、漁業は十分な収入をもたらす中心産業で、漁師を希望する者も多かった。古老からの
聞き取りによると、漁船乗組員を長男優先としたり、年齢制限を設けたりすることもあったという。
しかし、漁獲量の低迷に加え、重労働の忌避や学歴志向などから、若者は漁師を希望しなくなってい
る。乗組員自体減少してきているほか、高齢化が目立つよつになってもいる。現在、甲楽城、糠、河
今の三つの定置網乗組員の平均年齢は、 60歳前後となっており、青壮年層の乗組員はほとんどいな
い1η。衰退傾向が続いているのが、河野村漁業の現状である。
②その他の産業
その他の河野村の主産業は、公務、卸・小売業、サービス業である。
公務の中で、河野村民に対して一定の雇用機会を提供しているのは、河野村役場である。公立の小
中学校の教職員、警察署員などは、村外からの通勤者または一時的転入者が多く、しかも毎年異動が
ある。
河野村の却・小売業とサービス業の大半は、河野村沿岸の漁業や観光業とかかわっている。卸・小
売業では、雑貨のほか、水産物や水産加工品を扱う個人経営の小規模店が多い。また、夏の海水浴や
冬の越前ガニは、河野村の重要な観光資源である。サービス業者の多くは、こうした観光客相手の小
規模な旅館・民宿を営んでいる。これらの従業員は、主に家族従業員や村民である。
河野村内の製造業も衰退・停滞傾向にある。かつては、縫製工場や水産加工場があったが、数年前
にすべて撤退し、現在も操業中なのは、眼鏡枠工場(従業員約25名)だけである。
①~②での検討から、河野村内部では、十分かつ安定的な雇用機会が得にくいことが明らかである。
特に青年・壮年層にとっては、収入・職種・選択可能性などの点から、村内での職場はあまり魅力的
ではないと考えられる。また、就学機会に関しても、河野村にあるのは小中学校までで、高校以上の
高等教育機関は所在していない。したがって、 (a) の河野村での就学・就業機会の増加という事実はな
く、人口移動パターンの転換理由にはなっていない。
2. 河野村周辺都市における就学・就業機会の動向
本節では、河野村民の就業需要を十分に満たす雇用機会が、周辺地域で提供きれているかどうかを
検討する。
河野村の産業別就業人口で、相対的に高い比率を占めていたのは、建設業、製造業、却・小売業、
サービス業であった。これらの産業について、河野村および周辺の 4 都市(福井市、鯖江市、武生市、
敦賀市)の事業所で働く従業者数 1 8) を指標として、雇用機会の動向の推移を見てみよう。
①建設業
第 8 図から、福井市をはじめとする周辺諸都市では、いずれも建設業の従業者数が増加しているの
に対し、河野村のそれは漸減・横這いで、平成 3 年 (1991) の時点では41人しかいない。河野村にはほ
ぼ200人前後の建設業就業者がいる。したがって、河野村民の建設業への就業需要の大半を満たしてい
るのは、村外の建設業事業所である。
②製造業
河野村における製造業への就業者は、昭和35年 (1960) には 100人程度であったにもかかわらず、その
後大幅に増加し、平成 2 年 (1990) には 500人近くに達している(第 7 図)。
だが、雇用機会の点からみると(第 8 図)、河野村内の製造業事業所では十分な職場が提供できてい
ないのは明らかである。これに対し、福井市・武生市・鯖江市など周辺諸都市では、日本の高度経済
成長とともに従業員数を急増きせ、その後のオイルショックなどによる景気後退で若干の停滞・減少
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第 8 図 河野村および周辺 4 市の産業別従業者数の推移
注)各年版『福井県統計年鑑』福井県による。
を示したものの、依然として多数の従業員数を保っている。製造業についても、建設業と同様、就業
者は職場を村外に求めている。
③卸・小売業およびサービス業
これら二つの産業に関しては、河野村における就業者と従業者とは、数量的にはほぼ対応している
(第 7 ・ 8 図)。河野村周辺の市町村に居住する者のなかで、河野村を勤務地としている者はすべての
産業をあわせて約30名である 19)。この数値から、河野村内の諸産業を支えている労働力は、ほとんど村
民であると推測できる。したがって、卸・小売業およびサービス業の従業者についても、村外からの
通勤者があったとしてもごく少数であり、大部分は村内就業者と考えられる。これは、前節で述べた
ように、村内の卸・小売店や旅館・民宿の多くが家族経営て\河野村の観光資源(海産物・海水浴施
設など)を扱っていたこととも一致している。
①~③での検討から、河野村では、相対的に高い就業者比率を占めている諸産業のうち、卸・小売
業およびサービス業に関しては、河野村内部で雇用の需給がほぼ満たされているが、建設業や製造業
については、大部分の就業者は村外の職場に通勤していることがわかる。また、周辺諸都市では、そ
うした河野村の雇用需要を十分満たしている。
なお、就学機会に関しては、河野村には小学校と中学校しかなく、
は、村外に通学せざるをえない状況であった。
以上から、 (b) の河野村周辺の諸都市における就業機会の増大、という 事実は確認されたといえよ
う。次に検討する必要があるのは、こうした就業機会を利用可能とするような交通面での整備があっ
たかどうかである。
それ以上の高等教育を求める者
3. 交通網の整備と自家用自動車の普及
河野村は武生市や敦賀市と隣接し、直線距離からすれば、周辺都市の中心街へのそれほど遠くない
-129-
位置に所在する。たとえば、河野
村河野から武生市中心街へは約12
km、また敦賀市中心街へは約20
kmで、ある。しかし、(i)周辺市町村
と連結する鉄道は敷設されておら
ず、 (ii) 道路網が未整備で、 (iii) 路
線パスの運行回数がわずかで、
(iv) 自家用自動車の普及率も低か
った時代には、河野村から周辺市
町村への交通は非常に時間を要す
るものであった。そのため、村外
への通勤・通学は極めて困難であ
った。このことが、進学・就職に
際しての村民の村外流出につなが
っていた。本節では、特に道路の
整備と自家用車の普及に焦点を当
てて、どのように交通条件が改善
きれてきたか、みてみよう。
河野村と周辺市町村をつなぐ幹
線道路は、開設の順に、旧国道 8
号線、国道 8 号線、広域農道であ
る(第 9 図)。河野村を通過するの
は国道 8 号線のみで、他の 2 道路
は村域外を通っている。これら 3
本の幹線道路は、河野村から武生
田中 和子・中野なお美
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第 9 図 河野村内の主要道路および周辺幹線道路への接続
km 
5 
市・鯖江市・福井市といった北部の諸都市への所要時間を、従来より大幅に短縮きせている。さらに、
海岸部に沿う国道305号線20)、甲楽城から武生へ至る県道206号線、河野から南下する河野海岸有料道
路、糠から北上する福井大森河野線といった道路についても、拡張・舗装といった整備が施きれ、交
通条件は大きく改善きれてきている。これらのうち、主要な幹線道都について、それぞれの整備の経
緯と影響とを整理しておく。
①旧国道 8 号線
この道路は、新潟市から京都市に至る幹線道路であり、福井県下の延長距離は約92kmである 21)。第
二次世界大戦中にいったん中断きれていた福井 武生聞の開設工事は、昭和24年 (1949) に再開きれ、
その後、敦賀への延長工事、昭和31年 (1956) の武生トンネルの着工を経て、昭和39年 (1964) に、武生
一敦賀聞の道路整備が一応の完成をみた。これにより、河野村 武生市聞は車で約30分、河野村一敦
賀市聞は同約40分で結ばれるようになった。また、従来、糠から武生市白山地区を経由する狭い山道
を通っていた路線パスも、この道路を通るようになり、河野村の通勤・通学園だけでなく、生活圏の
拡大にも大きな影響を与えた。
②国道 8 号線
これは、福井県内では、河野村の南、敦賀市から同村を経て、北へ武生市一鯖江市一福井市を通過
している。この経路のうち、武生市妙法寺町以北の路線は、福井バイパスとして、旧国道 8 号線の交
通混雑を緩和することを目的として、昭和41年 (1966) より開設工事が始められたものである。当初、
2 車線を開通したが、その後の交通量の増加に合わせて、順次、車線を増設し、平成 5 年 (1993) に武
生市塚原町から金津町瓜生までの全線が 4 車線となった22)。これにより、武生一福井聞の混雑はかなり
緩和きれ、所要時間も若干短縮きれた。
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第 10図 河野村の自動車保有状況の変化
注)各年版『福井県統計年鑑』福井県による。
③広域農道
これは、丹南広域営農団地整備計画に基づき、昭和47年度 (1972) に着工きれ、 20年余の工期を要し、
ようやく平成 7 年 (1995) に完成した道路である。武生市妙法寺町以北の路線は、国道 8 号線や旧国道
8 号線よりも西側のルートをとり、朝日町 ・ 清水町を経て福井市中心部に至る。これも武生一福井を
結ぶ幹線のーっとして、交通量の多い道路となっている。
こうした道路網の整備と平行して、福井鉄道株式会社により、河野村から鯖江市内の複数の高等学
校を循環するスクールパスが運行きれるようになり、村外に通学する高校生に利用きれている。
第10図に、河野村における自動車の普及状況を示している 23)。昭和40年 ( 1965) 以降、急速に保有自動
車台数が伸び、世帯当たりでもすでに 2 台を超えている。道路網やパス交通の整備と並んで、、自動車
の普及が通勤・通学園の拡大に大きく寄与したのは明らかであろう。
4. 河野村の通勤・通学園の拡大
では、こうした交通条件の整備、周辺諸都市での雇用機会の増大といった河野村をとりまく状況の
変化の中で、河野村の居住者の就業地 ・ 就学地がどのように変化してきたかをみてみよう。
第11図には、昭和30年 ( 1955) から平成 2 年 (1990) までの主な就業地・就学地が示きれている判。ま
ず、就業地について検討する。昭和30年 ( 1955) 当時、 95%以上の就業者が河野村内で就業していた。
だが、この数字から、村内に十分な就業機会があったとは解釈できない。当時、壮年以上の年齢層の
村民の多くは漁業や、小売業、村役場などの村内産業につき、大部分の雇用機会を独占していたと考
えられる。そのため、村内に就業機会を得にくい若年層は必然的に村外に職場を求めぎるをえなかっ
た。交通条件の整備が不十分で、、周辺市町村への通勤が困難な時代には、そうした村外就業者の大半
は、居住の場も村外に移きざるをえなかったのではないだろうか。昭和38年度 ( 1963) 卒業生の大多数
が就職に際して、村外転出を選択しているのは、こうした理由によるものであろう。
これに対し、平成 2 年 (1990) には、村内就業者はほぼ半減し、代わって武生市をはじめとする周辺
諸都市を就業地とする者が50% を超えている。村外での就業者の増加が最も顕著なのは、昭和30年
( 1955) から昭和40年 ( 1965) の聞である。また、昭和50年 ( 1975) 以降も一定割合での増加が続いている。
村外では、武生市への通勤者が圧倒的に多く、この傾向は昭和45年 (1970) 頃から顕著になっている。
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第 11 図 河野村住民 (15才以上)の就業地・就学地の推移
注)各年版 『福井県統計年鑑』福井県による。
就学士也
100人
他方、就学地についてみてみよう 。 15歳以上人口が対象となっているが、 15歳には中学 3 年生が含
まれる。したがって、河野村を就学地とする者は、中学校への通学者で、あることを、最初にことわっ
ておしまた、村内就学者と村外就学者の比率は、昭和50年 (1975) と昭和55年 (1980) の聞を境に逆転
している。昭和55年 ( 1980) には、一挙に村外就学者が全体の約3/4にまでに増えている。平成 2 年 ( 1990)
では、村外通学者は86名となっている。この頃の河野中学校卒業生は毎年約30名で、高校進学率もほ
ぼ100% となっていたことから推測すると、河野村の高校生の大部分が他市町村に通学していることが
伺える。就学地と しては、他市町村の中では武生市の比率が最も高く 、鯖江市がこれに次ぐ。
住民の大半の就学・就業地がほぼ河野村内部であった昭和30年 (1955) から昭和40年 (1965) 頃の時期
に比べると、近年、河野村の通勤・通学園が、周辺市町村を含む圏域に広がってきていることが明ら
かである。最大の通勤・通学先は一貫して武生市であるが、この25年間で、同市への通学・通勤者数
はおよそ3.5倍に増加している。河野村にとって、通勤圏・通学圏、またおそらくは商圏といった日常
生活全般にかかわって、武生市の役割が非常に大きいことがわかる。なお、武生市に次ぐ通勤・通学
先は、鯖江市・敦賀市・福井市で、平成 2 年 (1990) の時点では、これら 4 市で村外就学・就業者の90
%近くを占めている。
v. 人口移動パターンの転換とその諸要因-結びにかえて
本章では、これまでの分析と考察をふまえて、最近30年余りの河野村の人口流出入パターンの転換
とそれに伴う就業構造の変化を総括し、そうした変化を促した諸要因を整理しておきたい。
本研究は、主として、昭和38年度 (1963) ならびに昭和62年度 (1987) の河野中学校卒業生を対象とす
るアンケート・聞き取り調査の結果に依拠して、考察を進めた。その結果、昭和38年度 (1963) 卒業生
の場合、中学校卒業以降の進学・就職の機会ごとに村外転出が選択され、逆に、昭和62年度 (1987) 卒
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業生の場合は、村外を就学・就業地とした場合にも一貫して村内在住が選択きれるという、大きな傾
向の相違がみられた。つまり、両世代の移動行動を比較すると、<村外流出パターン >から、<村内在
住での村外通学・通勤パターン>への転換が指摘できる。また、河野村住民の就業・就学状況をみる
と、村内に収赦していた就業・就学地が周辺市町村にまで拡大し、村外比率が村内比率を大幅に上回
るようになっている。
こうした人口移動傾向の転換ならびに通勤・通学圏の拡大について、河野村住民の就業形態から検
討したところ、河野村から通勤可能圏内にある周辺諸都市が、河野村住民の就業需要の大部分を満た
していることが明らかになった。このこ とが、河野村の若年層の村外流出を抑制する条件となってい
ると考えられる。
河野村の通勤・通学園の村外拡大を可能としたのは、道路を主体とする交通網の整備と自家用自動
車の急速な普及である。旧国道 8 号線や、国道 8 号線、広域農道などの幹線道路のほか、こうした幹
線道路に連結する村域内の道路網が整備きれたことにより、敦賀市一河野村 武生市一鯖江市一福井
市が結ぼれた。この結果、河野村から、最大の通勤・通学先である武生市までは車で約30分、福井市
まででも約 1 時間となった。
河野村は、行政的な取り扱いでは「過疎指定を受けた村」である。人口は横這い状態で、村内の諸
産業も全般に衰退・停滞傾向にある。しかしながら近年では、河野村に居住しながら、村外へ通学・
通勤を続ける若年層が増加してきている。村外への通学・通勤が非常に困難で、あったがゆえに、村外
に転出せぎるをえなかった頃に比べると、村をとりまく状況、また「過疎の村」の実態そのものも、
時代とともに大きく変化していることがわかる。河野村にとって有利な条件は、通勤・通学可能な範
囲に、十分な就学・就業機会が提供きれる地方中心都市が所在することであろう。
また、アンケート調査結果にうかがえるように、村民、とくに男性の村民には、家の継承に対する
義務感や村への愛着が根強い。この意識は中高年層だけでなく、最近の若い世代の間でも強い。した
がって、他の条件が整えば、河野村に住み続けることを希望する村民は決して少なくない。 こうした
村民意識も、人口の村外流出を抑制する因子となっていると考えられる。
最後に、河野村の「過疎」からの脱却の可能性について言及しておきたい。 地形的制約や漁獲量の
漸減傾向などから、河野村内での産業発展の可能性は低い。しかし、幸いにして、河野村から車で約
30分-1 時間の圏内に、福井市、鯖江市、武生市、敦賀市といった中小規模の地方中心都市がある。
河野村という閉じた範域で発展の可能性を探るのではなく、周辺市町村を含めた広域的な生活圏のな
かで、美しい自然環境に恵まれた村での魅力ある暮らしのあり方を考えてゆくのも、一つの方策では
ないだろうか。このためにも、道路網の整備をはじめ、自動車の運転のできない村民のために公共交
通機関をいっそう充実させることは重要な課題である 。
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